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Ⅰ 問題はどこにあるのか？―日本の雇用･労働の実態と背景
雇用・労働をめぐるさまざまな問題が起こっています｡ 派遣切り, ワー





いるといわれています｡ そのようななかで, 1990年以降の ｢グローバル
化｣ の進展によって, コスト削減圧力が強まり, 非正規労働者が増加傾



























せ方です｡ そしてその裏側で, 非正社員の不安定さ, 処遇の低さが問題































まず, ヨーロッパの取り組みです｡ ヨーロッパでは, 正社員の長時間
労働についても, 非正規の処遇の問題についても, 法律で定めて守らせ
るということが行われています｡ 労働時間指令 (93/104/EC) やパート
タイム労働指令 (1997/81/EC) などです｡ ちなみに, 指令 (directive)
というのはEUレベルでの条約みたいなもので, 指令ができたら各国は
指令に従って法律を作り, このルール通りにするということを命じられ
ます｡ 労働時間については, 1993年の労働時間指令で, すでに日本に比
べてかなり厳しい労働時間規制が定められています｡ ここで紹介するの
は２つで, １つが ｢最長労働時間規制｣｡ 最長労働時間規制というのは,
残業時間を含めて週何時間まで働かせることができるかということです｡
ヨーロッパの人は上限週何時間まで働けるのでしょうか？日本の法定週
労働時間は40時間ですね｡ ①48時間 (40時間プラス８時間), ②56時間























/EC), 有期労働契約指令は1999年 (1997/70/EC), 労働者派遣指令は
2008年 (2008/81/EC) に制定されました｡ この３つの指令に共通して




















































クシェアリングなわけです｡ 同じ人を16時間働かせると, ８時間, ８時
間で残りの８時間分については５割増の賃金を支払わなければならなく
なります｡ それならその８時間分, もう１人別の人を雇おうというのを




ムーンライトワーク (moonlight work) といって, 昼はこの会社で働
いて夜は別の会社で働くという人がたくさんいます｡





















































































れないのです｡ 守らせる ｢仕組み｣ が必要です｡ アメリカでは法律を守





せているのは ｢労働組合｣ です｡ ヨーロッパには ｢強い｣ 労働組合があ





























濫用法理｣ を緩めるということです｡ 労働契約法16条には ｢解雇は, 客
観的に合理的な理由を欠き, 社会通念上相当であると認められない場合
は, その権利を濫用したものとして, 無効とする｣ と書いてあります｡
｢客観的合理性｣・｢社会的相当｣ の審査がかなり厳しいので, 少々経営
が傾いたからといって (使用者は労働者を) 解雇できないことになって



















































Ⅲ ではどうすべきか？― ｢第３の道｣ の模索
１ ヨーロッパ型の問題点と新たな方向性
ヨーロッパ型を輸入するのは難しいし, アメリカ型を輸入するのも難
しい｡ ではどうすべきか？というのが ｢第３の道｣, ③その他です｡ 少










































てほしいと言う｡ 皆さん, 親との関係, あるいは彼氏・彼女との関係を











































パでは (決定権限が) 下に下がっていき, 契約からはじまったアメリカ
では (決定権限が) 上に上がっていっています｡ ヨーロッパによる一律
の規制とアメリカによる個別の契約との間にある集団的な話し合いの場
で物事を決めていき問題を解決していくことが重要なのではないかと―

































法｣) という法律があります｡ そこで規定されている ｢一般事業主行動





そして, パートタイム労働法 (正式名称は ｢短時間労働者の雇用管理





ただし, 実態として ｢一般行動主事業計画｣ を作り, 厚生労働省の外











































に必要な価値というのは, 人間の ｢生命・身体｣, ｢平等｣, ｢最低生活｣





い｡ 何が人間として大切かという ｢基本的価値｣ をきちんと考え議論し
て, そこにいう ｢生命・身体｣, ｢平等｣, ｢最低生活｣ を国家が保障する
ということです｡



































































の点に関わってきますが, ｢法の実効性確保｣ という点です｡ 実効性確
保のあり方として, 第１に基本的価値を侵害する行為には罰則や損害賠































































るという ｢雇用｣ ではなく, その現場で働いているという ｢場所｣ の観
念で, 労働者代表を選出するようなシステムにすべきだという提言をし
ています｡ 今度の民主党政権でそこまでいくかはわかりませんが, 社外
から送られてくる人も含めて“social dialogue, collective voice”
を促していくための基盤作りが大切だと思います｡
質問者３：36協定は形骸化していると思うのですが, これに関してはい
かがでしょうか｡
水町氏： 36協定については, 一方では大企業のなかでもきちんと守ろ
うとして特別条項のようなものを作っているところもありますし, 他方
なぜ日本には切られやすい労働者がいるのか？──水町
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では実際守られずサービス残業が行われているところもたくさんありま
す｡ 問題は, 先ほどいったような外部からきている派遣労働者や請負労
働者をどうするかということです｡ 現行法では処理できないので, 36協
定の締結主体を考えるときにも外部の人たちをどう中にいれて36協定を
締結するか, そこでいかに公正でバランスのとれた取決めをしていくか
が大切なのではないかと思います｡
質問者４：最低生活を保障する最低賃金の引上げなどとあるのですが｡
実はわたしは某大企業の契約社員として, ホームヘルパーをしています｡
現場で介護をした分しか賃金をもらえません｡ 30分だったら30分だけ,
それ以外はもらえません｡ どういうことになるかぜんぜんわからずに２
年半くらい契約社員をしており, このような実態だとは知りませんでし
た｡ 年金だけでは暮らしていけないので働いていますが, 賃金がひどい
ときは２～３万くらいです｡ そうすると最低賃金を上げても私の生活は
成り立ちません｡ そのことについてお考えや見通しをお聞かせ願えれば
有り難いです｡
水町氏：最低賃金だけで最低生活ができないというのはおっしゃるとお
りです｡ 介護に関するやり方としては１つ, 介護保険の報酬の決め方を
どうするかという点で民主党に動きがあります｡ 介護保険制度上のルー
ルも模索されています｡ 本当は産業別の労働協約を締結して, その産業
の特性や実態に適った最低水準を設定・保障するのが一番だと思います｡
現在は, 最低賃金のあり方や産業別の労働協約のあり方がうまく機能し
ていませんので, そこを現場の実態に合った対応にしていかなければな
らないと思います｡
法政論叢──第48号(2010)
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